
新 建 新 聞 社





C

M

Y

CM

MY

CY

CMY

K

P01_JDYF_AD_finish.pdf   1   2022/10/17   17:16:28









005住宅産業大予測 2023 準備号



006 住宅産業大予測 2023 準備号

2023 DIGEST
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　新建新聞社・新建ハウジングでは毎年12月末に、翌年の住宅市場・住宅業界の変化とその
対応策をまとめたムック「住宅産業大予測」を発行しています。
　本稿は、新建ハウジングが主催するジャパンホームショー「ミライセッション2022」の開
催に際し、「住宅産業大予測2023」の内容を速報ダイジェストとしてまとめたものです。
2023年の市場・業界のイメージと工務店が今考えておくべきことを、Q&Aスタイルで簡潔
に整理しました。速報版としてご参考下さい。

文・三浦祐成（新建ハウジング発行人／新建新聞社社長）
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岸田首相の所信表明と国交省概算要求にみる今後の施策

行）に突入、不況が長期化する。
　日本は欧米よりも物価上昇がマイル
ドで、日銀が大幅利上げする可能性
も低く、内需は安定的だ。このため

2023年は、企業業績は世界的景気後
退の影響を受けるものの、政府が適切
な手を打てば景気減速はマイルドで収
まり深刻な不況には陥らないとみる。

人材確保が一層難しくなる。
　［図右］は国交省の概算要求（来年
度予算の見積もり）だが、省エネ・脱
炭素に重点が置かれており工務店の追

い風となる。DX導入支援の充実や行
政手続きのDXにも期待したい。一
方で原価上昇や人手不足という大きな
課題への直接的な打ち手は見えない。

欧米中心に一気に進んだインフレ（消費者物価指数の推移）

米国
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注：いずれも総合指数　　出所：米労働省、ユーロスタット、中国国家統計局、総務省

　欧米では消費者物価の上昇＝インフ
レが加速［グラフ］、欧米の中央銀行
は利上げの実施で意図的に景気を押し
下げて物価上昇を抑えようとしてい
る。このため 2022年末から米国を
中心に景気後退に入る可能性が高い。
　さらにウクライナや台湾などの地政
学リスク、エネルギー・食料の高騰・
不足リスク、中国の不動産不況・ゼロ
コロナリスクが重なる 2023年の世
界経済は極めて不透明だ。
　欧米では今後ゾンビ状態の企業や家
庭が破綻、株式も下落、富裕層や企業
も影響を受ける。ソフトランディング
できなければ、世界的スタグフレー
ション（景気後退と物価上昇の同時進

　前項で「政府が適切な手を打てば」
と書いたが、岸田政権の構想力・実行
力が2023年のリスク要因だ。
　例えば経済対策としても国民の生活
防衛策としても重要な物価・光熱費の
抑制や賃上げに現時点では有効な施策
は打てていない。［図左］のようにリス
キリング（学び直しなど職業能力の再
開発）支援に5年間で1兆円を投じ成
長産業への労働移動を進めるとするが、
成果が出るのは数年後だ。
　執筆時点で 147円まで進んだドル
高・円安も介入効果は薄く、今後が不
安だ。建築業界にとっては輸入資材価
格の上昇につながるほか、技能実修生
の日本離れが進み、建設・建築現場の

今後米国中心に景気後退期に入る。
日本の減速はマイルドだが影響は出る。

物価・光熱費高、円安、人手不足—
大きな課題への直接的打ち手は不足。

A

A

経済の変化

経済の変化

Q.1　2023年の景気はどうなる？

Q.2　今後の国の施策、国交省の施策は？

▼旧統一教会問題・政治姿勢
旧統一教会問題で説明責任果たす
宗教団体への高額寄付救済へ消費者
契約に関する法令見直し検討
▼物価高・円安対応
電気代の引き下げで「前例のない思
い切った施策」
円安に関し「訪日外国人の旅行諸費
額、年5兆円超をめざす」
▼構造的な賃上げ
労働移動の円滑化「指針を23年 6
月までにとりまとめ」
個人のリスキリング支援「5年で1
兆円のパッケージ」

▼成長のための投資と改革
科学技術・イノベーション、スタート
アップ、脱炭素、デジタル化に重点

原発再稼働、次世代革新炉「年末に
向け専門家の議論加速」

▼新型コロナ対策
オミクロン型ワクチン「1日100万
回超の接種体制を整備」

▼外交・防衛
ウクライナ情勢「新局面に入ること
が懸念される事態」

防衛力の抜本的強化「予算編成過程
で結論」

所信表明演説の主な内容 国交省の2023年度概算要求
▼重点施策
１.住宅・建築物におけるカー
ボンニュートラルの実現

2.住まい・くらしの安全確保、
良好な市街地環境の整備

3.誰もが安心して暮らせる多
様な住まいの確保

4.既存ストックの有効活用と流
通市場の形成

5.住宅・建築分野のDX・生産
性向上の推進

▼要求額
・住宅対策に前年度とほぼ同額
の２兆9046億 700万円

・都市環境整備に同1.24倍の
1863億 2200万円など
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国内の住宅購入も一層増えそうだ。
　人手不足が加速する 2023年は住
宅業界でも賃上げ、さらには環境整備
とスタッフ・職方の動機付けが一層課

題となる。これらを実践した会社とで
きなかった企業間の雇用格差が広が
り、それが人材格差、そして経営格差
につながっていく。

る。中低予算層への啓発も大事で、総
額の予算増や高性能化への予算増、さ
らには高性能な中古・リノベ・DIY・規
格住宅などへの関心増も促したい。

　工務店でもブログやYouTube、メ
ルマガ、SNS、勉強会などを通してこ
うした啓発は可能で、それを上手く継
続できている工務店は業績も堅調だ。

消費指数と実質賃金と消費者物価の動向

110
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0

-2

2019年 2020年 21年 22年 8月20年 21年 22年
（注）指数は実質。実線は19年平均 （注）消費者物価は生鮮除く総合

消費はコロナ前に届かない
（総消費同行指数、2020年＝100）

物価上昇を考慮すると賃金は減少
（前年同月比）

％

消費者物価
実質賃金

「意味合い消費」による予算配分の適正化が加速

コロナ禍・インフレ以前の
消費志向

コロナ禍・インフレ以降の
消費志向

生活必需品
（買わねばならないもの）

生活必需品

自分にとって意味の
あるもの（意味合い消費）

自分にとって意味のあるもの
（意味合い消費）

住宅を消費者にとってもっと
意味のあるものにする提案が必要参考：

「価格上昇時代のマーケティング」

　［図左］の通り個人消費は回復基調
にあるが、2020年のコロナ前には届
いていない。物価上昇に賃上げが追い
ついておらず実質賃金が減少している
のが一因だ［図右］。
　実質賃金の減少は中低所得層の生活
防衛＆コスパ意識を高め、この層の住
宅予算の抑制や住宅取得の様子見につ
ながる。
　高所得・富裕層の消費は物価上昇の
影響を大きく受けていないというデー
タがあり、消費の二極分化が再加速す
る。住宅市場も同様だ。ただしこれ以
上の価格上昇はこの層でも予算抑制や
買い控えを招くだろう。一方で、円安
効果もあり中国など外国人による日本

　コロナ禍以降の消費傾向として、必
需品は極力買わずに済ませるかコスパ
を重視して購入する一方で、「自分に
とって意味のあるもの」には妥協せず
お金を使う「意味合い消費」の傾向が
見られる［図］。
　車を必需品だと捉える人はレンタ
カーで十分と考えるが、「意味のあるも
の」だと捉える人はお金を惜しまない。
住宅も同様で、住宅を「意味のあるもの」
だと啓発できるかどうかは、住宅の関
心や需要や予算を左右する。
　高所得・富裕層への啓発が進めば、
総額の予算増や高性能化への予算増は
もちろん多拠点居住化や良質な賃貸住
宅への投資などの需要創造も期待でき

中低所得者の生活防衛＆コスパ志向が進む。
二極分化が再加速、住宅予算にも反映。

「意味合い消費」の傾向が見られる。
住宅を意味あるものとする提案が必要に。

A

A

消費者の変化

消費者の変化

Q.3　2023年の個人消費はどうなる？

Q.4　2023年の消費志向は？
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持家は 2022年度前年比 -4.9％、23年度 -1.6％を予測
（戸数単位：千戸）

 2005 2010 2015 2018 2019 2020 2021 2022
(見通し)

2023
(見通し)

1,249.4 819.0 920.5 952.9 883.7 812.2 865.9 854.3 858.9
4.7% 5.6% 4.6% 0.7% -7.3% -8.1% 6.6% -1.3% 0.5%
352.6 308.5 284.4 287.7 283.3 263.1 281.3 267.6 263.2
-4.0% 7.5% 2.2% 2.0% -1.5% -7.1% 6.9% -4.9% -1.6%
518.0 291.8 383.7 390.1 334.5 303.0 330.8 335.1 336.5
10.8% -6.3% 7.1% -4.9% -14.2% -9.4% 9.2% 1.3% 0.4%
370.3 212.1 246.6 267.2 259.7 239.1 248.4 245.8 251.6
6.1% 29.6% 4.5% 7.5% -2.8% -7.9% 3.9% -1.1% 2.4%

マンション・長屋建 232.5 98.7 120.4 122.3 113.6 109.8 104.3 101.5 108.0
（対前年度伸び率） 10.9% 44.5% 7.6% 10.5% -7.1% -3.3% -5.0% -2.6% 6.4%

戸　建 137.8 113.4 126.2 144.9 146.2 129.4 144.1 144.2 143.6
（対前年度伸び率） -1.2% 19.0% 1.6% 5.1% 0.9% -11.5% 11.4% 0.1% -0.4%

注1）2021年度までは国土交通省「建築着工統計調査」より。
注2）給与住宅は利用関係別に表示していないが、全体の着工戸数に含まれる。

年   度

着
工
戸
数

全　体

貸　家
（対前年度伸び率）

分　譲
（対前年度伸び率）

（対前年度伸び率）

持　家
（対前年度伸び率）

出所：「建設経済モデルによる建設投資の見通し ( 2022年10月 )」建設経済研究所

リアル展示場の撤退・集約を進め受注
コストと人件費を圧縮する脱・展示場
営業も今後の一般解の1つだ。
　メーカーの脱・注文住宅＆脱・展示

場営業は工務店にとって間接的な追い
風となる。一方で改修事業や非住宅事
業では一層競合となり、この分野での
人材獲得競争も激化しそうだ。

測している。筆者は、前項の集客受注
状況や原価の高止まり、消費全体の不
透明感などから、22年度の持家着工は
この予測より下振れするとみる。着工

が堅調な分譲戸建も価格帯とエリアに
よっては在庫が積み上がりそう。これ
らから23年度の持家と戸建分譲は横
ばいもしくは微減とみる。

22年 8月は展示場来場者・大手受注とも前年大幅割れに

150%

［1棟あたりの来場者組数の
 前年同月比の推移］
［1棟あたりの来場者組数の
 前年同月比の推移］

［来場者組数の前年同月比の推移］［来場者組数の前年同月比の推移］

7月 8月8月 5月 6月9月 10月 11月 12月 3月 4月1月 2月
2022年2021年

-9.25%-9.25%

+1.75%+1.75%

-6.4%-6.4%

+3.85%+3.85%

-9.65%-9.65%
-7.75%-7.75% -4.67%-4.67%

-2.49%-2.49%

-5.60%-5.60%
-10.83%-10.83%

+2.23%+2.23%
-3.46%-3.46%

-9.39%-9.39%

-1.24%-1.24%

+4.74%+4.74%
-0.39%-0.39%

3.47%3.47%
+4.05%+4.05%

-5.36%-5.36%
-4.68%-4.68%

+16.43%+16.43%
+17.43%+17.43%

-9.72%-9.72%
-8.25%-8.25%

-15.43%-15.43%
-18.01％-18.01％

8月単月 期累計

積水ハウス 9% ⬆ 2% ⬆

大和ハウス工業 27% ⬆ 13% ⬆

住友林業 29% ⬆ 0％ 

⬆

積水化学工業 16% ⬆ 5% ⬆

旭化成ホームズ 9% ⬆ 3% ⬆

ミサワホーム 26% ⬆ 15% ⬆

パナソニック
 ホームズ 32% ⬆ ６% ⬆

日本ハウス
ホールディングス 14% ⬆ |

三井ホーム 31% ⬆ 12% ⬆

ヤマダホームズ 16.9% ⬆ 2.8% ⬆

タマホーム 16%⬆ 1% ⬆

ヒノキヤグループ 23% ⬆ 15% ⬆

［量産住宅会社の受注実績］

出所：（左）住宅展示場協議会・住宅生産振興財団、（右）各社受注速報

　全国の住宅展示場の来場者数とハウ
スメーカーの受注速報値［図］を見ると、
ハウスメーカーの注文住宅の集客・受
注は「昨年が良かったから」というレ
ベルを超えて厳しい状況にあり、2023
年の業績にも反映されそうだ。
　ただし各社とも注文住宅の高単価・
高収益化を進めながら多角化を進めて
おり、分譲・賃貸・改修・非住宅事業
や海外事業は総じて堅調だ。今後も注
文住宅事業の比率を減らしつつ、住宅
事業の多ブランド化、M&Aで多角化
を進めるのが、これからのハウスメー
カーの一般解となる。
　また、オンラインイベント・メタバー
ス活用など集客・営業のDXも加速、

　2022年8月の持家着工は前年同月
比11.2％減の2万2291戸で9カ月連
続の減少、2ケタ減も3カ月連続だ。貸
家は8.9％増の3万1295戸で18カ
月連続増加、戸建分譲は4.7％増の1万
2341戸で16カ月連続増加で、持家（新
築注文住宅）の1人負け状態が続く。
　ウッドショック・資材ショックによる
原価上昇で予算が合わなくなった顧客
や不透明な工期を嫌った顧客が分譲や
中古に流れている。またシンプルに様
子見も続いている。
　［表］は建設経済研究所が10月に出
した着工見通し。22年度は対前年比で
持家 -4.9％、戸建分譲+0.1%、23年
度は持家 -1.6％、戸建分譲 -0.4％と予

足下の集客・受注は厳しい。
一般解は脱・注文住宅＆脱・展示場営業。

持家は9カ月連続前年割れで1人負け。
2023年度も回復は見込み薄、前年割れも。

A

A

住宅市場の変化

住宅市場の変化

Q.5　ハウスメーカーのこれからは？

Q.6　新設住宅着工はどうなる？
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トダウンのノウハウが広まれば普及ス
ピードも上がっていく。
　工務店も、施主のベネフィット追求
はもちろん、脱炭素やエネルギー安全

保障への貢献、ハウスメーカーとの競
争力確保の点から、まずはZEH以上
の高性能＋太陽光設置を標準とし、そ
れ以上の高性能化も目指したい。

の縮小は確認申請を含め業界への影響
が大きい。工務店としては構造設計の
プロセスを見直し、これを機会に許容
応力度計算の内製化、耐震等級3の標

準化を目指したい。
　2025年に向け、23年は自社の標準
性能とそれを実現する構法・仕様・設
計施工手法を確立すべき年だ。

大手と工務店で差がつくZEH目標達成率。大手は ZEH率 9割超え

16 17 18 19 20

ZEH目標の達成状況
（％）

（年度）

大手ハウスメーカー
一般工務店
全体

0

10

20

30

40

50

60

2020年目標

27.4％

11.9％

4.7％
6.2％ 7.6％ 8.6％ 9.4％

15.4％
19.2％

20.6％
24.0％

34.4％

42.4％

47.9％

56.3％

※ZEHビルダー／プランナー制度に登録している建築事業者により供給さ
れたZEHを集計
※出典：ZEHビルダー／プランナー実績報告、住宅着工統計に基づき作成。

「2025年ショック」：省エネ基準適合義務化＋4号特例縮小

　電気代高騰で消費者の関心が高まり、
東京都をはじめ自治体が太陽光普及施
策に本腰を入れる2023年は、工務店
の太陽光発電・ZEHへ取り組み姿勢・
対応が問われる年になる。
　［図］の通りハウスメーカーはZEH
化を加速、上位4社はZEH普及率（自
社受注のうちZEHが占める割合）が9
割前後に達している。実質標準仕様と
言っていい。それ以外のメーカーでも
普及率5割を超えてきている。
　太陽光発電については、指摘されて
いるボトルネックの大半はすでに解決
済みかアップデートされていない情報・
知見に基づくもの。最新の情報と知見
の発信、提案手法や施工方法やコス

　2025年に省エネ基準適合義務化と
4号特例縮小が実施される予定で、影
響が大きいことから筆者は「2025年
ショック」と呼んでいる。
　25年6月17日までに原則すべての
新築住宅・非住宅に省エネ基準の適合
が義務づけられ、トップランナー制度
の拡充、省エネ性能表示の推進も進め
られる。性能表示基準に上位等級5・6・
7も新設された。すでに高性能化に取
り組んでいる事業者は等級6・7の標
準化、目指す室温＆光熱費を実現する
設計手法の確立、デザイン・感性価値
との融合など半歩先に進みたい。
　審査省略を受けていた年間30万戸
前後が審査対象となるため、4号特例

自治体の施策、情報・ノウハウ普及が加速。
太陽光の取り組み姿勢が問われる2023年。

同年に始まる省エネ基準適合義務化と
4号特例縮小への対応が求められること。

A

A

住宅市場の変化

法制度の変化

Q.7　太陽光・ZEHのこれからは？

Q.8　「2025年ショック」とはなにか？

改正建築物省エネ法（2022年6月17日交付）
①省エネ性能の底上げ・より高い省エネ性能への誘導

・原則全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付け→交付日から 3 年以内
・住宅トップランナー制度(大手事業者による段階的な性能向上 )の拡充→公布日から1年以内
・建築物の販売・賃貸時における省エネ性能表示の推進→公布日から2年以内

②ストックの省エネ改修や再エネ設備の導入促進
・住宅の省エネ改修に対する住宅金融支援機構による低利融資制度を創設→公布日から3カ月以内
・市町村が定める再エネ利用促進区域内で建築士から建築主へ再エネ設備の導入効果等の説明義務→公布日から2年以内
・省エネ改修や再エネ設備の導入に支障となる高さ制限等の合理化→公布日から3年以内

4号特例の縮小（2025年までに実施）
4 号建築物で省略されていた（提出義務がなかった）構造安全性が確認申請の審査対象に
・現在の4号建築物同等の規模の木造は法第6条で2号・3号に規定され、平屋で200㎡以下の3号のみ特例継続
・新2号は、基準法で求める構造安全性を満たしていることを「仕様規定（壁量計算など）」もしくは許容応力度計算など
の構造計算によって証明する書類の提出と審査合格が必要に（300㎡以上は構造計算義務化）

・これを機会に許容応力度計算による構造設計＋耐震等級3の標準化を

社名 20年度
ZEH率

21年度
ZEH率

一条工務店 96% 98%
サンヨーホームズ 75% 93%
積水ハウス 91% 92%
積水化学工業 85% 89%
住友林業 56% 73%
旭化成ホームズ 66% 67%
パナソニックホームズ 54% 62%
ミサワホーム 42% 61%
三井ホーム 53% 61%
大和ハウス工業 50% 53%
トヨタホーム 34% 50%
ヤマダホームズ 17% 25%
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住宅 FC・VC＆資材工法プラン販売ネットワークとプラットフォーム

顧客教育・マッチング・製販分離

ブランド

住宅商品・パッケージ

クローズドな
住宅FC・VC 
ネットワーク

オープンな場 
あらゆる工務店 
企業が参加

従来のネットワーク
は垂直統合もしくは
単品機能提供

消費者

設計・計算 DX 金融 情報 ソリューション

工務店プラットフォーム
林業・資材生産・受発注・物流プラットフォーム

資材・工法・プラン販売 半オープンなネットワーク

い。制度開始の2023年10月以降仕
入れ税額控除を適切に行うには、取り
引きのある売上1000万円以下の職方
やフリーランサーなどに適格請求書発

行事業者の登録と適格請求書（インボ
イス）を発行を依頼しないといけない。
自社の対応方針を決め、社内システム
の対応と併せて準備を急ぎたい。

プリ的に載りサブスクで利用できるよ
うになれば理想だ。住宅業界にはまだ
決定版と呼べるプラットフォームはなく
乱立状態で、今後に期待したい。

　FC・VCなどクローズドなネットワー
クも［図］に示した機能とその活用支
援を徹底することで、まだまだ存在価
値を高めることができるはずだ。

工務店経営に影響を与える法改正一覧（2020-2025）　2025年までの新たな法制度のうち、
住宅業界が理解しておくべきものを

［図］にまとめた。
　パワハラ防止法は中小でも対応が不
可欠になっている。ハラスメントはス
タッフの意欲や定着率を押し下げ、ネッ
トで拡散されると事業継続を左右する
大きな経営リスクとなる。
　労働基準法の改正で始まる残業代や
残業時間の規制も住宅業界の課題だ。
標準化や業務再構築、DXなどで時短
を実現しつつ、残業代をきちんと支払
う制度・仕組みを整備する。賃上げや
採用難も含めた人件費増に耐えられる
経営体力の確保も急務だ。
　インボイス対応もそろそろ準備した

　2023年以降、従来型注文住宅モデ
ルやデフレモデルに依存する工務店の
市場環境は厳しさを増す。例えば、棟
数を限定して高価値高単価を実現す
るスモールエクセレントモデル、多層
化・多角化で事業規模を拡大するワン
ストップショップモデルなどへの転換
が急務だが、短期間に自前で転換を図
ることは難しく、転換を支援するネット
ワークやプラットフォーム［図］の潜
在ニーズが高まる。
　プラットフォームは工務店を支援す
るものに加え、家づくりのバックヤード
を支える林業・資材生産・物流等のプ
ラットフォームが必要で、これらに様々
なプレーヤーが提供するサービスがア

パワハラ防止法・労働基準法・インボイス
への対応は必須。あわせてDXも加速を。

オープンなプラットフォーム登場に期待。
既存ネットワークも存在価値向上は可能。

A

A

法制度の変化

住宅業界の変化

Q.9　対応すべき新たな法制度は？

Q.10　工務店の転換を誰が支援する？

●民法改正：瑕疵担保責任→契約不適合責任（2020年）
●改正意匠法：空間デザインの保護（2020年）
●パワハラ防止法：パワハラ防止措置の義務化（2022年 4月）
●インボイス制度：適格請求書対応（2023年 10月）
●電帳法改正：「電子取引」データ保存義務化（2024年 1月）
●改正労働基準法：月60時間超割増率50％引上げ（2023年 4月）
●改正労働基準法：建設業にも時間外労働の上限規制（2024年 4月）
●改正建築物省エネ法：省エネ基準適合義務化（2025年）
●建築基準法改正：4号特例の縮小（2025年まで）
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を図るのも23年の課題だ。オーナー
向け会員サービス、物販やメンテ・リ
フォームなどのプッシュ型提案、戸建
版修繕積立金、さらには残価設定など、

アフターの概念を拡張する仕組み・DX
も普及し始めている。
　こうした凡事も凄みレベルまで磨き
こめば強力な強みとなる。

キテクトビルダー」（設計・施工力を強
みに良質な新築・リノベを高予算高感
性層に提供する生き方）だと考えてお
り、経営ビジョンとしてまず検討しては

どうか。その先には価格多層化＆事業
多角化を進める「ワンストップショップ」
があり、これらを拡大・多拠点化して
いくと大手ビルダーとなる。

凡事徹底の基本 ポイント30

規模 1棟 5棟 30棟 100棟

経営管理の必要性

体
質・文
化

大手
ビルダー
（100棟以上）

ワンストップ
ショップ

アーキテクト
ビルダー
アーキテクト
ビルダー

ナノ
工務店

工務店の規模と必要要件
ワンストップモデル、

ポートフォリオ経営が可能な規模

ステップアップの
課題

1人＋α体制
なら豊かに
生きられる

経営者が設計者・
現場監督、もしくはその
経験者に向いた形態

社長業を行い
部下を育てる

家づくり・業務を
型化して徹底

システム化し
横展開する

戦略経営を行い、
多角化・多拠点化を進め
ればビルダー化も可能に

最大
2000棟まで
大きくなれる

価格多層化・事業多角化
によるワンストップモデルで

事業拡大

設計・施工力を強みに
良質な新築・リノベを
高予算・高感性層
中心に提供、

質の向上を目指す
生き方

アーキテクトビルダー以外
の生き方もありだが、
その場合30棟以上の
規模を目指すのが
王道となる

企業化 標準化 戦略経営

　工務店が凡事徹底すべきポイントを
30挙げ［図］に整理した。自社に穴が
ないか確認してほしい。
　足下では集客・営業と着工枠予約・
予実管理が課題となっている工務店も
多いが、マーケティング・ブランディ
ングや集客・営業ステップなど経営の
根本から見直しが必要な場合も多く、
2023年に向け検討したい点の1つだ。
　施工については、まずは標準化など
の前定義と完全着工を徹底、DXで現
場監理を効率化しつつ品質チェックを
徹底するのが基本で、生産性向上と現
場スタッフ＆顧客の満足に直結する。
　外部の力も活用しながらアフターを
確実に行い、満足度と生涯利益の向上

　ウッドショックは一定収束したが資
材ショックは継続、原価が1～2割上
昇しており、利益減、また買い控え・
注文住宅離れによる集客受注減が続く。
こうした状況だからこそ2023年に向
け、マーケティング（誰に・何を・いく
らで・どうやって・なんのために）と経
営ビジョン（＝今後どんな工務店を目
指すか）を考えてみたい。
　経営ビジョンは「どの事業規模＆生
き方を目指すのか」と同意だ。工務店
の生き方に王道はあるが正解はなく、
社長の価値観に基づいて定めればいい。

［図］に工務店の事業規模とそれぞれの
段階の必要要件を整理してみた。
　筆者は工務店の王道の生き方を「アー

基本は凡事徹底。まずは穴を埋めること。
凡事も凄みレベルまで磨けば強みになる。

改めてマーケティングと経営ビジョンを。
生き方に王道はあるが正解はない。

A

A

工務店の変化

工務店の変化

Q.11　工務店がすぐやることは？

Q.12　未来に向け工務店が考えるべきことは？

マーケティング
ブランディング 集客 営業 設計 施工 アフター

point1 コンセプト
メイク 集客方針 業務定義 外部化

内製化 着工枠遵守 アフター・
保証基準

point2 商品開発 集客
ステップ

営業
ステップ

デザイン
コード

監督の
業務範囲

顧客管理・
家歴管理

point3 価格戦略 広報
スタッフ マニュアル化 標準化 粗利目標

遵守
顧客体験・
満足向上

point4 Cl(VI、Ml、Bl)超一言化
広告媒体＆
デザイン 質問営業 見積・プレゼ

ンツール
標準＆DX＆
チェック

プッシュ型
提案

point5 一貫性・スタ
イル

SNS・
YouTube

着工枠予約、
余実管理 図面ルール 顧客体験＆

満足向上
顧客生涯利益
最大化

組織： ミッション ・ビジョン ・ パーパス、事業計画、経営管理、資金繰り、
 採用＆教育基準・ 手法 ・ 計画、業務範囲 ・ フロー、マニュアル・標準化、
 DX、クレド（行動指針）、情報共有、PDCA、評価・給与、リーダー育成・権限移譲、
 事業承継計画

工務店の規模別事業スタイル

ナノ工務店
▼

新築0-5棟
もしくは改修・下請け

アーキテクトビルダー
▼

新築5-30棟

ワンストップショップ
▼

新築＋改修＋非住宅など
価格多層化＆事業多角化

大手ビルダー
▼

新築100棟以上
＋ワンストップショップ
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工務店が機会にできる「3つの価値向上」

　　●多拠点・住み替え支援
　●リノベ的メンテ、改修提案
●暮らしサポート・物販

●エリアリノベ
●家並み・街並み
●木造施設・
　木質リノベ

●コンバージョン
●リノベーション

●インフィル
　リース

●インスペクション

生活価値の向上

ストック価値の向上

エリア価値の向上

継続利用

売切り

ハード

ソフトの付加

住空間 都市空間

住宅関連支出の拡大

住宅投資住宅投資

健康長寿といった消費者の欲求に応え
ようとすると、王道の家づくり＝高性能・
ロングライフな自然素材のエコハウス
に帰結することだ。工務店には追い風

が吹いている。
　新手・奇手を追求するのがチェンジ
リーダーではなく、本質の実現に向け
て変化していく生き方だと考えたい。

には③のエリア価値の向上がある。ハー
ド面では生活価値の高い新築・ストッ
クを木造・木質化で増やし、ソフト面
では地元の「ハブ」となって人のつな

がりや集まる場をつくり、エリアリノ
ベーションを進め地元を豊かにしてい
く。地元が豊かになれば建築の仕事も
増えるが、逆だとじり貧となる。

「チェンジリーダー」のイメージ

「すでに起こった変化」を理解する

「誰」と「何のために」働くかを考えバスに乗る

多様な環境に身を置き・多様な人材の活躍を促す

DXでオペレーション・クリエーションを両立する

変化を取捨選択し自分らしく生き残る

顧客と社会の課題を解決し三方よしを実現する

社内外の「全員参加・全員活躍」を進める

軸を持ちながらも変化に臨機応変に対応する

変化は大きいほど脅威にも機会にもなる。そして変化はコントロールできない

目指すは「チェンジリーダー」 
変化を機会と捉え、変化の担い手となり、顧客・社会の価値を高める者に

　先が読みにくいなかで自分らしく生
き残るための1つの方法が「チェンジ
リーダー」＝変化を機会と捉え変化の
担い手となり、顧客・社会の価値を高
める者となることだ。要点を筆者なりに

［図］に落とし込んだ。
　例えば健康・快適・省光熱費の家に
住みたいという顧客の潜在欲求と省エ
ネ・脱炭素という社会・未来の要請を
機会と捉え、高断熱住宅をいち早く提
案した工務店＝チェンジリーダーで、
先行者利益も得たはずだ。
　面白いのは、ウッドショックや資材
ショック、エネルギーショック、空き家
改善といった社会・未来の要請に加え、
おうち時間＆居心地重視、職住一体、

　チェンジリーダー視点で見ると①生
活価値向上（生活提案・サポート）②
ストック価値向上（ストックビジネス）
③エリア価値向上（エリアリノベ・まち
づくり）に工務店の機会がある。
　生活を豊かにする新築・リノベはも
ちろん、家具などの物販、リノベ的メ
ンテ・改修提案、多拠点生活・住み替
え支援など、工務店としてもまだまだ
①の生活価値向上の提案は可能だ。
　住宅・建築ストックをインスペクショ
ンで利用可能性を見極めながら性能向
上リノベーションしてロングライフ化す
る②のストック価値の向上は、今後工
務店が独壇場にできる有望分野だ。
　生活価値・ストックの価値向上の先

「チェンジリーダー」となること。
変化を機会に変えながら本質を追求する。

①生活価値②ストック価値③エリア価値
の価値向上に機会があり強みを発揮できる。

A

A

工務店の変化

工務店の変化

Q.13　工務店が自分らしく生き残る方法は？

Q.14　工務店の今後の機会はどこにある？

●生活提案・サポート
●ストックビジネス
●エリアリノベ・
　まちづくり
　　　　　　にチャンス





日本が誇る
優美な住まいの
魅力を伝える

長年ご愛顧いただいていた

「和風住宅」「和MODERN」のブランドを

踏襲し、和のデザインを融合した

上質な住まいを厳選して掲載する

書籍を新創刊します。

巻頭特集は建築家・横内敏人さんの

解説による『平屋』。いま、なぜ平屋なのか、

こらからの住まいとしての平屋を探ります。

いま、なぜ平屋なのかを考える

［巻頭］
横内敏人の事例から見る平屋の住まい
［建築家による平屋住宅5選］
堀部安嗣／伊礼智／堤庸策
鈴木宏幸／岩瀬卓也

住宅の庭を考える
建築家の愛用品（西沢立衛）
和のある暮らし（山形鋳物）
地域の工務店・設計事務所による住宅26選
現代の土間

［名建築に学ぶ］ 
佳水園／中村拓志
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「樹脂窓があたりまえの世の中を」
APWのこれまでといま、これから

日本の住まいに樹脂窓がこれほど採用されると 15 年前に予測できた人はどれほどいるだろう
か。そんななか、YKK AP はずっと「樹脂窓があたりまえの世の中をつくりたい」という信念
をもって進んできた。樹脂窓「APW」の躍進を支えてきた山田司さんと石川創さんに、樹脂
窓のこれまでといま、これからを聞く。

寒冷地向けだった
樹脂窓を全国に
石川　実はYKK APと樹脂窓の歴史は
かなり古いんですよね。
山田　1982年まで遡ります。ただ、北
海道・北東北限定の寒冷地向け商品とい
う位置付けだったので、知らない方は多
いでしょうね。当時、北海道の住宅があ
まりにも寒く、道内で住宅の高性能化を
目指す社会運動が起こり、そのニーズに
応えるかたちで樹脂窓「プラマード」を
生産したのが始まりです。
石川　その後、本来寒冷地向けだった樹
脂窓を全国に普及したいという思いで開

発したのが「APW330」です。まずは
2009年に東北で、翌2010年に関東
以西を含む全国で発売しました。
山田　APWは、フレームとガラスを工
場で組み立てて完成品の状態で直接現場
に配送するという、これまでにない新し
いコンセプトが詰まった商品です。商品
開発はもちろん、製造ラインを１から構
築するのに3年の歳月がかかりました。

東日本大震災が転機に
石川　やっと世に出た「APW330」で
すが、残念ながら樹脂窓文化がない東北
以西ではなかなか受け入れてもらえませ
んでした。
山田　それが、2011年の東日本大震災
で流れが大きく変わりましたよね。
石川　1つはエネルギーに対する人 の々
考え方が変わったこと。もう１つは、被
災地を中心に長い停電を強いられる暮ら
しのなかで、高性能な家はそれほど室温
が下がらなかった一方、低断熱・低気密
な仮設住宅は寒さと結露に悩まされた―
そうした情報が伝えられたことで、多く
の人が窓を含む住宅の断熱・気密に関心
を向けるようになったんです。

「本物」にこだわった
石川　僕らがドイツやスイスに研修に行
くようになったのも2011年頃からです。
欧州の本格的なトリプルガラスサッシに
衝撃を受けたことが、2014年発売の
「APW430」につながっていったんです
よね。
山田　総厚41㎜もの窓を商品化して大
量生産するわけですから、かなり思い
切った決断が要りました。
石川　しかも、国内で先陣を切ってトリ
プルガラスの樹脂窓を製造・販売する以
上、「本物」しかつくれない、間違った窓
文化をつくるわけにはいかない、という
プレッシャーも大きかった。「APW430」
はその役割を十分に果たせたと自負して
いますし、この商品をきっかけに高性能
住宅に取り組む実務者や有識者が
「YKK APがやっていることは正しい」
と認めてくれ、応援してくれるように
なったと実感しました。
山田　もっと言うと、「APW430」は本
格派の窓であると同時に、日本流の独自
の進化も遂げています。大きな特徴は、
半外付けの納まりと窓種の豊富さ。また、

《これまで》

YKK AP

「APW330」。性能・
品質を担保する完
成品で出荷すると
いう新しいコンセ
プトを盛り込んだ。
2009年から発売

1998年入社。建材営業など
を経て、2013年より「APW」
の営業企画へ。2017年より
窓事業推進部長として、樹
脂窓の事業推進を担当。ま
た、雑誌『だん』（新建新聞
社）の 2018年発刊より編
集委員を務める

1991年入社。富山県の黒部事
業所にて窓、エクステリアなど
の住宅用建材商品の設計を担
当。2010年に本社に異動し、
住宅用窓商品の商品企画担当
となる。2020年より現任の住
宅商品企画部長として住宅商品
全体の商品企画責任者を務め、
2022年10月より執行役員

YKK AP
住宅本部
窓事業推進部長

石川 創さん

YKK AP
執行役員
住宅本部
住宅商品企画部長

山田 司さん

PR
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同じ2014年に「APW330」の防火窓
を発売して都市部の樹脂窓需要を後押し
したことも、発売当初は7％しかなかった
樹脂窓構成比が右肩上がりで伸びるきっ
かけになりました。

樹脂窓の価値を
エンドユーザーにも
石川　日本じゅうに高性能な窓を普及さ
せること。これがAPW発売当初から一
貫して僕らが目指してきた世界です。そ
のために、まずはプロユーザーに樹脂窓
の価値を知ってもらおうと、2012年から
APWフォーラムや各種セミナーを毎年
開催してきました。その甲斐あって
2016～17年頃から工務店さんの間で
「樹脂窓っていいものだよね、必要なもの
だよね」という共通認識が生まれたので
はないでしょうか。
　同時に、エンドユーザーにも樹脂窓の
価値を届けるために１年がかりで準備を
進め、2018年に発行にこぎつけたのが
高断熱住宅雑誌『だん』で、昨年から
YouTubeチャンネルも始めました。
山田　その間にも商品開発や窓工場の展
開はどんどん進めており、「APW430」
の内倒し・内開きツーアクション窓や大
開口スライディングなど新アイテムを投
入しながら、生産ラインの拡充を図って
います。YKK APは現在、全国6拠点の
窓工場を稼働していますが、全国に樹脂
窓を供給するためにはこれだけの数がど
うしても必要ですし、ガラス工場を併設
したり、同一ラインで多品種の窓を製造
したり、かなり難しい課題をクリアしてき
たことが、いまとなっては私たちの大き

な強みになっています。

APW430 は進化の途上
樹脂窓をあたりまえに
石川　YKK APの樹脂窓の近い未来の
話をすると、トリプルガラス化、高付加
価値化をより一層進めるということにな
りそうですね。
山田　APWの窓種はだいぶ揃ってきた
ので、あとは昨年30％を超えた樹脂窓
構成比をいかに100％に近づけるか。お
そらく新築に関しては、あと５～10年以
内には断熱等性能等級6・7の住宅の割
合が大部分を占めるようになるはずで、
そのときに「APW430」があたりまえに
選ばれる世の中をつくりたいと思ってい
ます。
石川　一方で、既存住宅の高断熱化は
ほとんど進んでおらず、これから開拓す
べき重要な市場です。暑い・寒い家の原
因の１つは窓にあり、アルミ単板の古い
窓を高性能なものに取り替えたり、内窓
を付け足すだけでそれらの悩みを解決で
きることをもっと多くの人に知ってもらう
工夫を重ねる必要があります。
山田　そうした課題を達成した先には、
これまでにない加飾表現や質感の窓が登
場する未来もあるかもしれません。とは
いえ「APW430」も現在の姿が完成形
ではなく、性能もコストも進化する余地
はまだまだあると思っています。

樹脂窓を地域工務店と
石川　この夏からは、今年新設された断
熱等性能等級5・6・7に対応する地域
工務店さんを応援する取り組みも始めま

した。APWを採用して高性能な家づくり
を行う地域の工務店さんを「取扱地域工
務店」として、YKK APの公式ウェブサ
イトで広く発信することで、エンドユー
ザーから選ばれるお手伝いをします。
山田　樹脂窓を通じてではありますが、
健康で快適で省エネを実現できる高性能
住宅をつくって日本の住環境をよくした
いという思いを多くの工務店さんと共有
したいと思っています。

《いま》

《これから》

エンドユーザー向けに、高断熱・高気
密住宅をテーマにした雑誌『だん』を
2018年から発行（新建新聞社刊）。
これから家を建てる人に高性能住宅の
存在と価値を知ってもらうのがねらい。
2021年からYouTubeチャンネルも開
設し、誌面の深掘り解説動画やルー
ムツアー、有識者インタビューなどを発
信している。

YouTube

だん
チャンネル

「APW430」。
高性能トリプル
ガラスにより世
界トップクラス
の断熱性能を
実現。2014年
から発売

2011

7% 7%
9%

11%
15%

19% 21%
24%

27%
29%

31%

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

樹脂窓化率

累計販売セット数

2021年度

100万窓超累計販売

300万窓超この10年間のAPW樹脂窓構成比（社内出荷構成）

本案内で使用する以下の商品名は、YKK AP（株）の出願・登録商標です。「APW」  
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顧客の要望や
価値観の
多様化

新築
需要の
縮小

IT技術の
進化

工務店の現状や課題 sumgooは工務店に
必要なピースを埋める

顧客の要望や
価値観の
多様化

新築
需要の
縮小

IT技術の
進化

業務のDX化を
サポート

PR

地場工務店が生き残るために

家づくりの共有とコミュニケーションで
施主に寄り添うサービス提供を

パナソニック　エレクトリックワークス社
新規事業推進室　sumgoo 推進部

主幹の佐藤和基さん（右）と主務の高橋慎司さん

地域における中小規模の工務店は、少子高齢化、現場の人手不足など
の社会的な背景に加え、施主のライフスタイルの多様化、急速に進化す
る IT 技術への対応の負担など課題も多い。施主に本当に寄り添った家
づくりへ力を発揮することがままならない、と悩みを抱える工務店もあ
るだろう。そうした工務店の業務を支援するのがパナソニックの工務店
向けクラウド「sumgoo（スムグー）」。情報共有・蓄積機能を搭載し、
新築からアフター・リフォームまで一気通貫で支援する。同社開発担当
の佐藤和基さん、高橋慎司さんに開発の経緯と狙いを聞いた。

地域で持続し発展していく
工務店の姿とは

これまで、地域における工務店は、
フットワークのよさやその地域を理解し
た住宅の提供などの長所を生かして、地
元の住宅需要に幅広く応え、人々の生
活環境を守ってきた。その一方で、業
務のあらゆる面で、旧来の「ウチのやり
方」のままというケースが多々見られ
る。「実にもったいないですよね。戸建

ての着工数が減っていく中、家を建てる
だけでなく、住まう人々の暮らしまで見
据えた『家づくり体験』を提供し、その
後もお施主様と長期的につながり続ける
という考え方への転換が、工務店様に求
められる未来の姿ではないでしょうか」。
「sumgoo」開発の統括リーダー、佐藤
和基さんはこのように語る。
しかし現状は、顧客の要望や価値観の
多様化、新築需要の縮小、IT技術の進化
など、工務店の課題は多い。「当社がも

ともと『街の電気屋さん』として地域に
関わってきたように、地域で重要なポジ
ションである工務店様に対しても、この
経験を通して何かお力添えできればとい
う想いがありました」。こう話すのは
「sumgoo」開発チームで企画面を担当
した高橋慎司さんだ。同社は、これまで
住宅設備建材や電設資材商品などを通
じて住宅業界に貢献し、工務店の家づく
りをサポートしてきた。そしてさらに、
今の工務店が必要としているピース、す
なわち業務のDX化をサポートする新
サービスを生み出そうと動き始めたとい
うわけだ。

断片的ではなく、全体的な 
コミュニケーションが必要

プロジェクトのスタートは2020年
10月。佐藤さん、高橋さんをはじめと
する開発チームはさっそく、全国各地の
工務店にヒアリングを実施。「営業から
受注までの流れ、設計、現場管理、引き
渡しの後、すべてのフェーズで多種多様
な課題があることにあらためて気づかさ
れました」と佐藤さん。
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家づくりのフローと、
sumgooが回す正のループ

新規顧客新規顧客

リピートリピート

施主満足度向上

効率化受注数向上

紹介

定期訪問
お問い
合わせ 施工 引き渡しプラン提案

（商談）
ご契約／
仕様決め

〒 571-8686 大阪府門真市大字門真 1048番地　TEL.06-6908-1131
パナソニック株式会社 エレクトリックワークス社 https://biz.sumgoo.jp/sumgoo サイト

たとえば、顧客からの問い合わせに返
信が遅れる、営業担当と設計担当との間
で情報のやりとりが滞って要望がプラン
になかなか反映されない……どこの工務
店でも聞くような「うまくいかないこと」
が膨大にリストアップされた。
  「どの悩みも、根幹にあるのはコミュニ
ケーション。そこに“仕組み”を作るこ
とで解決になると感じました」と佐藤さ
ん。施主に対してだけではなく、社内の
スタッフ、外部の業者や職人など、家づ
くりのプロセスに関わる多くの人 と々必
要な情報を共有していかないと、認識の
ずれやすれ違いからミスやトラブルを引
き起こしてしまう。「情報を共有する仕組
みが必要不可欠なんです」（佐藤さん）。
しかし、現状では、情報はそれぞれの担
当者の胸の内にとどまっている。「その件
は〇〇さんじゃないとわからないなあ」
「△△さんの進捗どうなっているんだろ
う」。そんな思いをしたことのある人も多
いはずだ。
かつての工務店では、社長、棟梁が
トップとなって家づくりを牽引した。個
人商店であった時代ではそれでもよかっ
たのだが、現在のように法的に整備され、

建築資材も工法も選択肢が増え、性能
も精度も設計もハイレベルなものが求め
られる現代では、個人にかかる負担が大
きいのはもちろん、そのような属人化は、
組織のメリットを活かせていない状態と
いえる。
  「社員のみなさまが個人で抱え込み、業
務に忙殺されがちになると、お客様に対
する配慮まで気が回らなくなる恐れもあ
ります」（佐藤さん）。

正のループを回し、
売上向上というゴールへ

会社として施主の希望や期待に応えて
家づくりをしているはずが、個人の負荷
が高くなり、担当者が生産性を損なって
いる現状。そのような工務店の各業務を
支援することで、施主へよい家・よい
サービスが提供できる。そうして次のご
紹介やリフォームにつながる、よい循環
の“正のループ”を回していくというのが
「sumgoo」のコンセプトだ。システム
のプロトタイプをつくり、ブラッシュ
アップを重ね、2021年10月にサービ
ス開始。実開発期間は約9か月という短
期間で、いち早く工務店さまに使ってい

ただこうと製品化にこぎつけた。
現在は、こうした管理システムは他社
でも多数開発しているが、「当社の
“sumgoo”は業務改善がゴールではあり
ません。従来の製造業としての工務店か
ら、お施主様に寄り添うサービス業への
転換を支援するサービスです。その結
果、工務店様が未来に渡って売上が上
がり、存続し発展する。これが私たちの
ゴールだと考えています」と佐藤さん。
サービス開始後も更なる改良を怠らな
い。2022年4月には、中小工事にまつ
わる管理機能、顧客情報の管理機能を
大幅に強化することでリフォーム業務に
対応できるようになった。
  「工務店様へヒアリングする中で『こう
いう使い方ができそう』『こう使えば業務
をより楽にできる』とイメージいただけ
た途端、社長の表情がぱぁっと明るくな
る。一緒に未来の姿を想像できていると
感じられる瞬間です。誰もが手軽に使え
て、どの役割の方もやりたいことが実行
できる。業務の流れで自然に使ってもら
えるツールになってほしい」と高橋さん
は手応えを感じているという。
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住宅ローン提案は武器か？ お荷物か？

ローンのプロと提携することこそ
工務店の武器になる

ローン付けは住宅営業に必須のスキル――そう思っている人も少なくないはずだ。
しかし、家づくりと住宅ローンを取り巻く状況は、一昔前から激変しており、営業
マンの負担は増え、提案も大変困難になっている。工務店にとってのローン業務は
どうあるべきか、iYell の石川仁健さんに話を聞いた。

ネット普及・価格上昇・多様化が
ローン業務を困難に
　住宅ローン業務の難易度が大きく
上昇している外的要因は 3つ。１つ目
はインターネットによる情報収集の普
及だ。あらゆる世代が、日常的にネッ
トを情報収集に利用している。家づく
りの過程においても、住宅ローンの金
利情報はネットで調べる情報の上位
に来ている。
　２つ目は住宅の価格上昇。マンショ
ンは以前から上昇傾向にあったが、
最近では資材ショックのあおりを受
け、あらゆるタイプの住宅が値上がり
している。一方で世帯所得は横ばい
で推移しており、相対的に住宅ローン
の審査を通りにくくなり人が増えてい
る。
　そして 3つ目は、住宅ローン商品
の多様化だ。金融機関、金利プラン、
団信、キャンペーンなどを掛け合わせ
るとその数は1万を超えている。目の
前の顧客に最適な商品を提案したい
と思っても、選択肢は複雑になってい
くばかり。他社の商品であるローン
を、わざわざ調べる手間も、決して小
さくはない。

業務の 4 分の1がローン関連
追いつめられる営業マン
　住宅会社の課題としては、業務の

属人化やアナログな手続きの非効率
さ、そして提案数の少なさなどが挙げ
られる。顧客に提案する金融機関が1
行のみ、という会社は 3割を超えて
おり、5行以上提案している会社はほ
ぼ皆無。ネットで金利などの情報を
得ている顧客からすれば、より条件の
良いローンを提案してくれない、と満
足度が下がる可能性さえある。
　金利の安さで人気が高まっている
ネットバンクも、契約する本人（住宅
会社の顧客）が直接申し込むフロー
になっているので、営業マンからすれ

ば使いづらい。ニーズがあるのに、お
いそれとは薦められないジレンマが発
生する。
　石川さんは、この状況下で「営業マ
ンがローン業務を抱え込むこと自体に
無理がある」という。営業マンの業務
に占める住宅ローン業務の割合は、既
に25％に達しているが、契約のために
やらざるを得ない。現場を離れた経営
者や管理職が、この10年間のローン
業務の劇的な変化を把握しておらず、
現場にばかりしわ寄せが行っているの
が現状だ。

iYell　石川 仁健 さん

０

住宅ローン業務の現状は厳しい
外的要因

工務店に内在する課題

ネットで生活者自ら
情報収集

属人化した
スキル

提案の質の低下 アナログな
手続き

住宅価格上昇と
所得の伸び悩み

ローン商品の
多様化

銀行 金利 団信

A

A銀行 B銀行
は…？
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住宅ローン提案は武器か？ お荷物か？

ローンのプロと提携することこそ
工務店の武器になる

専門家が負担を肩代わりする
「いえーる ダンドリ」
　工務店・住宅会社が抱えるローン
業務の課題を解決するのが「いえー
る ダンドリ」だ。顧客と金融機関を
つなぐ役目を、工務店に代わって住
宅ローンの専門家である iYellが担う。
住宅ローン業務のアウトソーシング
（外注）、とも言える。
　月1000件以上を扱う同社は、地
銀からネットバンクまで、あらゆる金
融機関・住宅ローンの情報を蓄積し
ているのが、専門家ならではの強み。
３行を提案するにしても「特に理由も
なくあげた３行」と「厳選した３行」
では、どちらが説得力があるかは一目
瞭然だろう。顧客に提案する前の
「予習」も、専門家から情報提供を受
けられるので、負担はほぼなくなる。
　また、工務店ならではの要素として
は、土地購入や中間金の支払いに必
要なつなぎ融資の存在がある。ネット
バンクだとつなぎ融資がなく、信販会
社も中小企業では使えない。いえー
る ダンドリ導入工務店なら、どの

ローンでもオリジナルのつなぎ融資が
利用できる。これも住宅ローン専門だ
からこそのサービスだ。

営業マンはローン業務より
選ばれるための業務に
力を入れよ
　ローン業務を手放すことに抵抗を
覚えたり、知識不足を危惧する営業
マンもいるかもしれない。もちろん石
川さんも、住宅ローンに関する一定の
知識は必要だという。
　ただ「細かすぎる知識は不要」と
も。顧客や不動産の条件を見て、審
査上、懸念がある要素を判断できる
程度の知識があれば、営業マンとし
ては十分。金利、返済額、特徴の説
明など比較検討のサポートや、その
後の手続きの案内は、同社のような外
部の専門家に任せる。
　石川さんはむしろ、アウトソーシン
グでできた余裕を「選ばれるため、
生き残るための行動に充てるべき」と
話す。ローン業務に忙殺されたせい
で顧客をフォローできず、失注してし
まえば元も子もない。営業マン本来

の、受注獲得に時間を費やすべきで、
そのためにアウトソーシングは有効な
手段となる。

専門家との提携が
工務店の質を高める
　いえーる ダンドリを導入した工務店
でも、当初は抵抗や反対だった会社も
ある。長野県のある工務店は「営業が
弱くなる」との声が挙がったが、それ
を振り切って導入。今では逆に「提案
の質が上がった」と好評を得ている。
　社会や生活者の変化は、よりハイス
ペックな住宅を要求する。営業マンが
覚えるべき、説明しなくてはならない事
項は、今後ますます増えていくはずだ。
今のままローン業務を抱えていては負
担が大きくなる一方だし、顧客の厳し
い視線は、ローン提案にも注がれる。
　ローン業務のアウトソーシングは
「住宅ローンの専門家と提携している」
と捉えそれを顧客にアピールしてほし
い、と石川さん。家づくりを突き詰め
るためにも、負担の大きな住宅ローン
業務の見直しを検討してみてはどうだ
ろうか。

住宅ローン業務

25%
営業活動

75%

営業マンの業務

25%を“選ばれるため”の仕事に費やせる！

アウト
ソーシング

●最適な商品の提案
●金融機関とのやりとり
●アプリ上のコミュニケーション

住宅ローンの
ビッグデータ

住宅ローンの
プロ
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現場から経営管理までANDPADに一本化
誰もが働きやすい工務店になるために。
実現し続ける「業務の時短」

香川県三豊市で年間約 50 棟の注文住宅、リノベーション・リフォームを手がける大河
内工務店。早くから社内 DX、現場 DX に取り組んできた同社だが、さらなる業務の効
率化と就業時間短縮を目指して昨年 11 月、それまで使っていた工務店向け基幹システ
ムと現場管理システムを「ANDPAD」に切り替えた。導入時の工夫や導入後の変化に
ついて、社長の大河内孝さんと現場管理担当の山本克さんに話を聞いた。

　創業は1953年。「伝説の棟梁」とし
て地元で頼られてきた先代の後を継ぎ、
大河内さんが社長に就任したのは1997
年のこと。ヒノキと自然素材、大工の技
をふんだんに使った注文住宅を年50
棟、累計1800棟以上手がけ、歴史と
実績を重ねてきた。現在はさらなる進化
に向け、中高級層をターゲットに「丁
寧・上質・憧れ」の世界観を表現する家
づくりへとリブランディングを図っている
真っ最中だ。

決め手は情報の一元管理
　昨年11月。同社は、それまで使って
いた他社の住宅業務基幹システムと現場
管理システムを「ANDPAD」に一本化
すると決めた。
　「ANDPADが現場管理システムとし
て優秀なのは知っていましたが、実は
“工務店の基幹システム”として顧客管
理から社内タスク管理、実行予算・入金
管理などの引合粗利管理、受発注管理、
施工管理までを一気通貫で行えると知
り、これなら一番やりたかった“業務の
時短”が叶うと思ったのです」と大河内
社長は明かす。

　現場管理の山本さんも、一番の決め手
に「一気通貫の情報管理」を挙げる。そ
れまでは、基幹システムと現場管理シス
テムを別 に々運用。商談開始時点で基幹
システムに顧客情報を登録したのち、設
計打ち合わせや見積もり、粗利管理を行
い、現場管理システムには改めて顧客情
報を登録する必要があった。非効率な入
力作業に加え、二重入力によるミスも起
こりやすかったという。

念願だった、発注業務の電子化
　もう１つ、ANDPADの導入で実現した
かったのが「電子受発注」だ。
　予算・発注・粗利の管理を任される山
本さんは特に、以前から受発注業務を電
子化したいと考えていたそう。それまで
使っていた基幹システムには電子受発注
の機能がなかったため、パソコンで作成
した発注関連の帳票を紙で出力し、協力
会社とのやり取りも保存もすべて紙で行
なってきた。
　「紙ベースだと、発注書を送っても
返ってこなかったり、追加変更工事の際
に追加発注書を忘れてしまうといった抜
け・漏れが起こりやすく、ミスに気づく

のにも時間がかかる。建設業法などの法
令に則った契約をするうえでも、原価管
理を徹底するうえでも、受発注の電子化
はどうしても取り組みたいことの1つで
した」と山本さん。
　その頃、改正電子帳簿保存法の施行
が迫っており、経理担当者から適法性が
認められた受発注システムの導入を検討
したいと進言されていた大河内社長。
「ANDPADの受発注システムを使えば
法令遵守だけでなく受発注業務の時短が
両立できるとわかり、絶好のタイミング
で基幹システムを切り替える判断ができ
た」と振り返る。

協力会社への伝え方は丁寧に
　使い慣れたシステムを新しいものに移
行するとなると、社内や協力会社の負担
が増えることが予想される。同社はそれ
をどう乗り超えたのか。
　「社内や現場のDXを当たり前にする
には、使い慣れているからとか、年配の
職人が嫌がるからといった事情は考えず、
自社と取引先のメリットになるシステムし
か使わない、と決めることが大事」だと
大河内社長は話す。

本社は香川県三豊市、高松市にも拠点を持つ。倉庫を
リノベーションしたカフェ「わが家ギャラリー木きん堂」
も運営。1953年の創業以来 1800棟以上の建物を手が
け、高い技術力と設計提案力、地元密着のサポート力
が支持を得てきた。社員 23人。
https://www.okochi.co.jp

大河内工務店
現場管理担当　山本 克さん
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　この方針を受けて山本さんは協力会社
に、今後の受発注業務については
ANDPADを使い電子化していくことに
ついてコミュニケーションを開始。「ペー
パーレス化により郵送手間の解消や、請
求確認業務の効率化にメリットがある」
ということを丁寧に説明し、伝え方には
かなり気を配ったという。
　「私たちの仕事は人間関係ありきなの
で、まずは協力会社全員に集まってもら
い、顔を見ながらお願いしました。今後
お金のやり取りに必要不可欠な仕組みで
あること、今後変わる法対応への準備に
なること、デジタルに不慣れでも手厚く
サポートすること、自分たちの仕事が必
ず楽になるので信じてほしいと伝えまし
た」と山本さんは振り返る。１回の説明
会で終わりではなく、何度も伝え続ける
ことで理解を得たという。

ANDPAD の導入で 
業務全体が効率化
　ANDPADを導入して約10カ月。最
も使いやすさとメリットを感じているのは
施工管理とチャット機能の連動性だとい
う。「資料や地図、注意点をチャットです

ぐに共有できるのはANDPADが特に優
れている部分です。導入のタイミング
で、着工報告と完了報告を全現場共通の
ルールとしたところ、以前よりも工程の
共有・管理が楽になり、次工程の業者の
入りもスムーズになりました」と山本さ
ん。例えば、工事の完了をチャットで報
告すると自動的に工程表と連動。工程表
を見れば進捗がリアルタイムで確認でき
るうえ、必要な連絡はチャットで一括送
信できる。協力会社への確認の電話が従
来の3分の1程度に減り、時短に繋がっ
ている。
　また、毎月開催していた工程会議も不
要になった。以前は、紙に出力した工程
表を見ながら現場の進捗を確認する場を
設けていたが、徐 に々回数を減らし、半
年前に思い切って対面での工程会議をや
めた。「わざわざ時間を決めて集まるより
も、チャット１つで情報共有と工程管理
ができればお互いに楽なうえ、コスト・
紙を節約できるメリットも大きい」と大
河内社長は話す。
　また、念願だった電子受発注は現時点
で、取引業者の約95％が対応。あと数
カ月もすれば運用に慣れ、［実行予算→

発注→納品→請求］を一気通貫で管理
できるようになるとみている。引合粗利
管理に関しても、使っていくうちに売上・
原価の推移が見える化され、自然と予実
管理が効率化されると考えている。

経営者として「時短」を極めたい
　大河内社長がこれからのANDPAD
に最も期待するのは業務効率化を実現す
るツールであり続けること、またその結
果として生み出される「時短」への貢献
だという。「当社では年50棟の注文住
宅、リノベーション・リフォームの現場
管理を6人で回していますが、彼らがい
ままでよりも楽に、残業をすることなく、
それでいて管理できる棟数を増やせたら
理想的。経営者としてはここを極めたい
と思っています」と力をこめる。
　同社では、残業時間を月26時間以
内、休日を年120日に設定して女性が
働きやすい環境をつくり、隔年で約4人
の新卒社員を採用。人材確保のためにも
業務の時短は必須で、そのために
ANDPADは欠かせないツールになりつ
つある。

株式会社アンドパッド　〒101-0022 東京都千代田区神田練塀町300 住友不動産秋葉原駅前ビル8階

［営業時間］ 平日10：00～19：00
アンドパッド 検索お問い

合わせ
03-6831-4551

URL : https://andpad.jp

電話  メール info@andpad.jp

●ANDPADはIT導入補助金の対象ツールです

ヒノキと自然素材を使ったこだわりの住宅。機能性やデザイン性はもちろん、目に見え
ない構造や性能も高いクオリティを追求し、快適な住まい環境づくりに取り組んでいる
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兼任と電話・ファックスが
工務店を疲弊させる原因
　在来工法の約4割を供給しているの
は、年間20棟未満の小規模工務店。
社員数は2人～多くて10人、リフォー
ムの比重が大きいという傾向があるとい
う。また、慢性的な人手不足により、営
業専任者がいないことから「営業から提
案書の作成、見積もり、資材の手配、
現場管理、不具合対応に至るまで一人
の担当者が兼任しているケースも多く、
業務の集中や属人化といった課題があ
る」と門田さんは分析する。
　また、工務店へのヒアリングを行う中
で、契約前に行う業務が極めて多いこと
が分かったという。工事の規模に関わら
ず、契約前に顧客の話を聞いて現調に
行き、カタログを見て建材を調べ、時に
はサンプル請求業務が必要になる。ヒ
アリングを通じて工務店はこのような業
務に、1日2～3時間程度は費やしてい
ることが分かった。月に換算すると40
時間にものぼる。
　さらに、建材店（二次卸）から建材

や設備機器のカタログを取り寄せたり、
見積もりを取ったりする際のコミュニ
ケーション手段は、電話やファックス
が主流。ちょっとした確認でも時間を
要するうえに、品番ミスなども発生し

やすい。
　「ヒアリングから見えてきたこのよう
な課題に着目し、働き方改革に貢献した
いと考えたことが、棟梁の目利きを開発
したきっかけ」だと話す。

人手より、スマホで。
スマホ1台ではじめる工務店の武器

「棟梁の目利き」

ファックスでの連絡や紙のカタログなど、アナログな手段が根
強く残る住宅業界。事務所に戻らないと仕事が進まない、と悩
む方も多いはずだ。一人の社員が複数の業務を兼任していると、
負担はさらに増えるばかり。凸版印刷（東京都台東区）は、工
務店の日常業務を効率化することに特化したスマホアプリ「棟
梁の目利き」を開発。開発担当者の門田晋一さんに、開発の経
緯や機能についてインタビューした。

凸版印刷株式会社
生活・産業事業本部 事業戦略本部
第 2 営業企画部 2T 「棟梁の目利き」

開発推進

門田 晋一 氏

複数の業務を兼任している担当者にとって、現場から事務所に戻って紙
のカタログを見ながら建材を調べたりサンプル請求を行ったりする負担
は大きい。また、電話やファックスが中心のためミスも発生しやすい。

「棟梁の目利き」は、そんな工務店の仕事を楽にするスマホアプリとなっ
ている
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選択するだけで
簡単にミスなく品番出力
　「棟梁の目利き」は、デジタルカタロ
グに、工務店から建材店への問い合わ
せや見積もり依頼、サンプル等の請求
といったコミュニケーション機能を備え
たアプリだ。
　カタログ機能として、メーカー品番を
独自開発のデータベースで自動的に生
成することが可能。カタログ上で建材を
選択するだけで、品番が自動で生成さ
れるうえに、セット品やオプション、禁
則（不可能な組み合わせ）も全て網羅
しているため、限りなくミスを減らすこ
とができる。
　紙のカタログと同じ製品画像を使用し
ているため、直感的に使いこなすことが
できるのも嬉しいポイントだ。
　現時点（2022年10月）で、木製
建具や間仕切、造作材、床材、玄関収
納、システムキッチンなどを中心に、6
社の主要製品中心に520品目につい
て、ほぼすべてのオプション（色、サイ
ズ、加工、付属品）を網羅している。
その他、トイレ、玄関ドアやリフォーム
商品も収録を進めている。価格改定や
改廃版も随時反映しているので、うっか
り旧価格や廃盤品を提案してしまうこと
も防げるという。

見積もり依頼・サンプル請求が
ワンタップで完了

　カタログ機能を、さらに生かしたの
が「現場部材リスト」だ。カタログ上
で選んだ建材を、現場ごとに登録でき、
建材店へのサンプル請求や見積もり依
頼まで一通りできる便利な機能となっ
ている。
　建材店への連絡はファックス（イン
ターネットを利用したファックス機能を
搭載している）とメール、どちらにも対

応している。書式のテンプレートがある
ため、毎回文章を入力する手間もない。
　登録した建材で、簡単な提案書を作
成できる機能も10月中に追加予定。
コンビニのネットプリントを利用すれ
ば、わざわざ事務所に戻ってパソコン
を立ち上げたりせずに提出用資料が作
成できる。
　また、現場ごとの打ち合わせのメモ
や写真、図面などのファイル添付機能
も実装している。
利用料は月額2,400円（税抜）で、３
人まで使用可能。4人目からは1人当た
り800円（税抜）で ID追加が可能。
専用サイトで申し込むと、パスワードが
発行されるので、後はアプリをダウン
ロードすれば、その日からすぐに使うこ
とができる。

業務効率を高めつつ
将来のための財産をつくる
　複数の業務を抱え、夜遅くまで事
務所で残業している工務店の仕事を、
手軽なスマホアプリで支援したい―

―そんな思いから生まれた「棟梁の
目利き」は、電話やファックスが当た
り前になっている工務店にこそ使って
ほしい。DX化することで、業務の時
短はもちろん、社内や建材店と情報
共有により、コミュニケーションがよ
り円滑になるはずだ。
　また、現場部材リストが、「顧客リ
スト」としての役割を発揮することに
も期待してほしいと門田さんは話す。
　「どの建材を使ってどんな工事をし
たのかを、現場部材リストでデータ
を蓄積することは、アフターフォ
ローにも活用できる。また、今後代
替わりをしても顧客情報という財産
をつくっていく手段として、棟梁の
目利きは皆様のお役に立てると確信
している」

人手より、スマホで。
スマホ1台ではじめる工務店の武器

「棟梁の目利き」

見積り依頼、サンプル請求など、事務所での作業がスマホ一台で可能に。
カタログ上で選んだ部材を、現場ごとに登録できる「現場部材リスト」は、顧客リストとしても活用できる

〒 110-8560 東京都台東区台東 1-5-1
生活・産業事業本部 棟梁の目利きお問合わせ窓口
メールアドレス：support.t-mekiki@toppan.co.jp

凸版印刷株式会社

棟梁の目利きお申込みサイトはこちら

https://t-mekiki.jp/

LINE 公式アカウント
@t-mekiki








